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NAVIGATION & SOLUTION

1
ユビキタス・ネットワーク時代の
革新的事業モデル
名雲俊忠

企業経営の立場から、ユビキタス・ネッ

トワークを活用する問題は大きく２つに分

類される（ユビキタス・ネットワークとは、

いつでも、どこでもインターネットなどに

アクセスして情報を得ることができる環

境。詳細については本誌2001年８月号の

｢ユビキタス・ネットワーク時代の産業変

革と企業経営」を参照）。１つは、企業の

提供する製品やサービスをいかに革新ない

し高度化して付加価値のあるものにする

か、という問題である。もう１つは、企業

経営のプロセスをどのように効率化、高度

化するか、という問題である。

従来、企業経営におけるIT（情報技術）

の活用という面では、主として経営プロセ

スに焦点が当てられてきた。SCM（サプラ

イチェーン・マネジメント）にみられるよ

うな生産プロセスの合理化は、もちろん重

要である。しかし、米国デルコンピュータ

社のような、このような合理化による覇者

ユビキタス・ネットワークによって解決すべき経営課題の範囲は、プロセス革

新だけでなく、プロダクト革新にまで広げる必要がある。そうでなければ、企業

価値向上の余地が限定されてしまうからである。

そこでの革新的事業モデルとは、①個人市場を対象とした「コンシェルジュ」

型事業モデル、②企業向け市場を対象とした「知産管理」型事業モデル、③公共

分野を対象にした「大域計測」型事業モデル――の３つに代表される。そして、

2005年頃までには、これら３つの事業モデルに基づく市場規模は11兆円にまで拡

大すると予測される。

これらの事業モデルがすべてではないが、３つのモデルをヒントにして革新的

な事業モデルを開発することが、企業経営に求められる重要な視点である。

Ⅰ　プロダクト革新の重要性
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は、世界的に上位数社あるいは場合によっ

ては１社に絞られるだろう。

しかも、このようなプロセスを通じて、

パソコン自体はだれもが組み立てられるも

のになってしまっている。だれもが組み立

てられるということは、競争が極めて厳し

いということであり、パソコンの付加価値

は低下し、このビジネスにおける覇者はグ

ローバルな規模と高度な生産プロセスを有

するデル社のような企業に限られるという

ことである。このような分野で、はたして

日本企業の何社が勝ち残れるのだろうか。

その意味からは、ユビキタス・ネットワ

ークの時代に、より本質的な企業価値とし

て浮上してくるのは、その企業が製品やサ

ービスを通じてどのような価値を顧客に与

えられるのかという点である。筆者らの主

張は、以下で述べるように、プロダクト革

新こそが日本企業にとって重要であり、ユ

ビキタス・ネットワークの考え方を使え

ば、企業の製品やサービスを革新すること

ができる、ということである。

1 ユビキタス・ネットワークの
３つの本質

ユビキタス・ネットワークを使って製

品・サービスの革新を考えるに際しては、

その本質を整理しておく必要がある。本誌

2001年８月号でも述べたように、それは以

下の３つにまとめられる（図１）。

第１は「センシング・トラッキング（感

知・追跡）能力の拡大」である。インター

ネットは仮想空間を生み出したが、ユビキ

タス・ネットワークはリアルの世界と一体

となった世界を生み出しつつあり、われわ

れの生活を改善するような新しい利用の地

平が、ここから開かれていく。

第２は、ブロードバンド（高速大容量回

線）化とインターネット利用の進化により、

知識の表現や共有、流通に大きな変化が生

じることである。筆者らはこれを「形態知

（文字だけでなく、映像や動画を用いて管

Ⅱ　３つの本質と
革新的事業モデル

図1　ユビキタス・ネットワークの3つの本質

注）CRM：カスタマー・リレーションシップ・マネジメント、R&D：研究開発、RFID：無線自動識別

「ヒト」から「コンテクスト」 
  のセンシングへ 
（周囲環境、前後関係の感知） 

⇒マーケティングは、時間、場所、行動を起点に 
⇒製造業はプラットフォーム業へ 

⇒流通可能な知識が企業の競争優位に（特にR&D、
   CRM）
⇒人材はオープン化の方向へ

⇒コミュニティを商品開発などの事業プロセスに 
　取り込む 
⇒コミュニティが企業にとっての無形資産＋ガバ 
　ナンスの対象に 

  感性やコツに近い領域の知の 
  交換・共有の場が創造される 
（デザインやブランドなど） 

  リアルの制限を超えるコミュ 
  ニティが形成される 
（空間的広がり、伝達スピード） 

    センシング・トラッキング 
    能力の拡大 
 
●RFID低価格化→すべてのモノに付与 
●センサー大容量化→カメラでの監視 

 「形態知」の交換・共有       

 
●テキスト化による情報欠落の防止 
●シミュレーターを介した知識共有 
 

コミュニティパワーの増大    

 
●デジタルデバイドの解消 
●家庭内から移動中・リアル空間へ 
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れを商品やサービスの革新に役立たせるた

めには、ユビキタス・ネットワークが消費

者をはじめとする受益者に対し、どのよう

な付加価値をもたらすのか、という視点で

発想を整理する必要がある。

そこで、まず３つの本質に照らし合わせ

て革新的な商品やサービスの事例を収集

し、どのようなタイプの事業（あるいは取

り組み）が行われているかの整理を行った。

次に、これらの事業タイプと受益者別価値

創造の視点を加えることにより、図２のよ

うな関係に整理することができ、そこから

革新的事業モデルとして次の３つを抽出す

ることができた。

①個人市場を対象とした「コンシェルジ

ュ」型事業モデル

②企業向け市場を対象とした「知産管

理」型事業モデル

③公共分野を対象にした「大域計測」型

事業モデル

筆者らは、この３つこそがユビキタス・

ネットワーク時代における革新的事業モデ

72 知的資産創造／2002年1月号

理される知）の交換・共有」と呼んでいる。

例えば米国AOLタイム・ワーナー社は、問

い合わせ業務をフィリピンに集中してい

る。このように、これまで国境を越えない

と思われていた知識労働が、いとも簡単に

動くようになっている。ブロードバンド化

に伴って知識の表現能力が上がり、交換・

共有が容易になるからであり、このことは

極めて大きなインパクトを与える。

第３は、｢コミュニティパワーの増大」

という言葉で言い表せる。歴史的にみて、

通信の普及が国家から企業へ、さらに企業

から個人へと進展することは、パワーシフ

トを生み出す。ユビキタス・ネットワーク

はコミュニティを形成させ、これまで想像

できなかったような新しい情報の流れを作

り出しつつある。

2 ユビキタス・ネットワークに
よる革新的事業モデル

３つの本質は、ユビキタス・ネットワー

ク技術の有する本質的な可能性である。そ

図2　3つの革新的事業モデル

注）ITS：高度道路交通システム

 

知産管理型事業モデル 企業顧客 企業のプロダクト 
革新 

●「知の資産」管理（知の集積・増幅） 
●知による「資産管理｣（リース・メン 
　テナンス、物流） 

ちりも積もれば山となる 

 

 

コンシェルジュ型事業 
モデル 

【事業モデル】　  　　　　　　　 【対象顧客】　　　　  　【創造する顧客価値】　　　　　　　　【市場創造の視点】 

個人顧客 

公共顧客、社会 

個人の生活の質の 
向上 

公共の透明性向上、 
市場化推進 

●生活不安の解消（健康、防犯） 
●自己実現（余暇、移動、自己啓発） 

●交通需要管理（ITS） 
●環境（廃棄物管理、環境保護） 
●国土管理（国土保全、森林保全） 

「かゆい時」に手が届く 

疎にして漏らさず 

大域計測型事業モデル 
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とっての不安や手間をどのようにして取り

除くかという問題にも十分対処できる必要

がある。

また、昨今の犯罪の増加なども不安拡大

要因であり、いつどこにいても自分の家の

安全（セキュリティ）などを管理・監視で

きるような仕組みは、事業のネタとしても

重要である。

不安解消を実現するための３つの手立て

は、次の通りである。

●見守る――つねに状況を見守る。

●教える――異常が起こった時、いつ何

が起きたかを知らせる。

●手助けする――必要な手助けを提供す

る。

これらをタイムリーに行うことができれ

ば、例えば病気の不安解消、被害規模の最

小化、事件の発生予防などが実現できて、

安心感の醸成に大きく役立つ。まさに、

｢備えあれば患えなし」といったところで

ある。

（１）｢健康トワレ｣（萌芽事例）

松下電器産業が、大阪府守口市と東京都

品川区にある同社の「eHIIハウス」という

展示場で紹介している、開発中のサービス

が「健康トワレ」である（次ページの図３）。

便座に座ると体重、体脂肪、尿糖値が自

動計測され、日々の健康状態を確認するこ

とができる。なぜ便器かというと、毎日必

ずお世話になるため、計測が滞りなく行わ

れるからである。見守りのために、わざわ

ざ見守られるための行動をする必要がな

く、日常の当たり前の行動のなかに埋め込

まれているということが、まさにユビキタ

ス・ネットワークなのである。

さて、このトイレはネットワークを経由

ルであると考えている。以下の各章では、

この３つについて解説したい。

1 かゆい時に、かゆいところに
手が届く

コンシェルジュとは、一般的には、ホテ

ルにおいて、客の要望に応じて観光などの

手配や案内を行うスタッフをいう。転じて、

特定の分野で情報提供や支援を行う人とも

解釈されている。つまり、｢コンシェルジ

ュ」型事業モデルとは、人々の毎日の生活

をさりげなく支援する「かゆい時に、かゆ

いところに手の届くサービス」と位置づけ

ることができる。

例えば、知りたい時に知ることができる

とか、しかるべき時にお知らせがある、さ

らには、それに応じて、必要な処置が前も

ってとられているといったものである。と

りわけ、個人の不安や悩みを解消するよう

なものに対し、ユーザーはある程度のお金

を進んで払うことが想定される。

これは、ユビキタス・ネットワークのセ

ンシング・トラッキング能力を軸にし、形

態知を活用した効果的な情報伝達と、コミ

ュニティパワーを利用した支援機能とから

成り立つものである。

2 不安解消を目指したコン
シェルジュ型事業モデル

NRI野村総合研究所の調査によると、現

代日本人の悩みや不安は、健康関連、セキ

ュリティ、経済、教育、環境といったとこ

ろに集約される。特に健康問題は、高齢化

を含めて、多く人々にとって悩みの種であ

る。本人はもとより、介護に当たる家族に

Ⅲ　コンシェルジュ型事業モデル
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して松下電器のホームサーバーはもとよ

り、健康状態などについて必要なアドバイ

スや処置を行ってくれる手助け機関と接続

していることが前提となっている。具体的

には、ダイエット関連のサイトにつながり、

計測データを用いたダイエット支援を行う

ことを次の目的としている。

この流れをくめば、その先には、何か健

康不良の兆候が現れた場合などに、自動的

に原因が究明され、適切なアドバイスや次

のアクションなどが提示、実行されるよう

になってくるだろう。

（２）老親見守り（次への展開）

「健康トワレ」の管理対象は、ユーザー自

身であった。しかし、高齢化時代において

は、やはり年老いた両親など、ユーザーに

とって大切な人が気になるケースが少なく

ない。そこで、例えば田舎に住む母親の健

康状態がいつも心配な人には、介護コンシ
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図3　シャワー付きトイレを活用した健康管理サービス

①見守る 
日々の健康状態をチェック 

②教える 
異常を早期発見 

③手助けする 
必要なアドバイスや処置 
を提供 

●体重 
●体脂肪 
●尿糖値　他 

｢健康トワレ｣（松下電器産業） 
便座に座り、体重、体脂肪を測定。将来は 
ダイエット支援サイトにデータを転送して 
適切なアドバイスを受けることも可能 

健康状態データ 

ユビキタス・ネットワーク 

アドバイス 

図4　不安解消型コンシェルジュサービスの広がり 

〈日本人が直面する悩み
や課題に対するコンシェ
ルジュサービス群〉 

ユビキタス・ネットワーク 

利用者自身 

財産や必要資金 

口座アグリ 
ゲーション 

車、ペットの状況や所在 

RFIDなどを利用

家財や犯罪 

カメラやセンサー 
で見守り 

必要な手助け機関 

介護コミュニティ 

老親や子供 

人形型ロボットが見守り 

形態知で伝達も可能 
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ェルジュサービスなどが提供される。

具体的には、母親の寝室のベッドにセン

サーを取り付け、さらに部屋の中にはセン

サー付きの人形を置く。ベッドとセンサー

の反応が１日ないと、依頼人の家と母親の

家の近くにある保健所に連絡が行くように

設定し、異常に少しでも早く対応しようと

いうものである。

（３）将来への発展形

コンシェルジュ型事業モデルは、ここで

述べた例の先に進み、図４に示すように、

ユーザーの悩みの種をすべてコンシェルジ

ュの対象にするという考え方にまで発展す

るだろう。当然のことながら、手助けのレ

ベルを最大限にまで引き上げられるように

するために、病院や警察、医者、保健所、

コミュニティなどの「必要な手助け機関」

の充実が重要になる。

また、このような不安や悩みの解消以外

に、個人の探究心や向上心を支援するよう

なものも発展形として考えられる。

3 コンシェルジュ型事業モデル
のポイント

以上、コンシェルジュ型事業モデルのイ

メージを説明してきたが、図５に示すよう

に、この事業モデルの基本構造は、次のよ

うなポイントに代表される。

●機器のリース・レンタル化（ネットワ

ーク化による単体売り切り時代の終

焉）

●必要企業・機関との連携強化

●ユビキタス・マーケティング、保険の

活用によるユーザー負担の軽減

●課金システムの設計

（１）機器のリース・レンタル化

コンシェルジュサービスを提供するため

に必要な機器類は、従来の売り切りモデル

から、ネットワーク化を前提としたリー

ス・レンタルモデルへと切り替わる。この

図5　コンシェルジュ型事業モデルの基本的構造

サービス事業者にとっての収入源 

サービス事業者にとっての支出 

●コンシェルジュサービス 
　・見守り 
　・教え 
　・手助け 
●機器リース・レンタル 
●関連サービス 

メーカーがサービス 
事業者となる方向 

ユーザーのコス 
ト負担を保険で 
も軽減 

�要求するサービスのレ 
　ベルに伴って変化 
�無料～プレミアム 

企業 

メーカー 

サービス事業者 

利用者 

保険会社 コミュニティ 手助け機関 

マーケティ 
ング費 

ユビキタス・ 
マーケティング 

機器 

手助け 
サービス 

教え 顧客 

対価、個人情報 機器調達費 

サービス 
調達費 

インセン 
ティブ 

手数料 
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効用として、ユーザーにとっての初期投資

コストの低減、ネットワークを利用したメ

ンテナンスや付加サービスの提供、利用動

態の把握などが可能になる。機器メーカー

のサービス化は、否応なく進展せざるをえ

ない。

（２）主要企業・機関との連携強化

コンシェルジュサービスを提供するため

には、機器メーカー、手助け機関（コミュ

ニティを含む）、保険会社などとの連携が

重要となる。別々に行動したのでは、ユー

ザーにとっての価値創造はできない。今後

は、あっと驚くような提携が増加するであ

ろう。

（３）ユビキタス・マーケティング、保険

の活用によるユーザー負担の軽減

新たなサービスの導入の際に必ず問題に

なるのが、ユーザーコストである。全く新

しいサービスとみなして新規に支払うとい

うよりも、何かの出費を削るなどしてまか

なわれることが多い。悩みや不安を解消す

るサービスには、進んでお金を払いたいと

いう層も少なくないと想定されるが、それ

でも限度がある。

そこで、企業顧客からお金をとるユビキ

タス・マーケティングの提供が１つの方法

となる。これは、ユーザーの置かれた時刻

や場所、状況に基づいて行うマーケティン

グ手法で、ユーザー属性や購買履歴に基づ

く従来のマーケティングよりも、きめを細

かくすることが可能になる。コンシェルジ

ュサービスとユビキタス・マーケティング

は、ユーザーの置かれた状況に基づいてア

クションがとられるという点では表裏一体

に近いので、このようなサービスを利用し

て、ユーザーの直接支払い負担を軽減すべ

きである。

また、保険を組み合わせることにより、

トータルな支出抑制が可能になる。当然な

がら、万一の際に備えがあれば、保険金の

想定支払金額が抑えられる（これは保険会

社側のメリット）。それに応じて、あるい

は誘導するために、保険金の割引を行うと

か特典を付加することで、ユーザーに得を

してもらえる。いずれにとってもプラスで、

まさにウィン・ウィン（勝ち組）の関係を

構築していることになる。今後は、保険会

社との提携が鍵になる場合も増えるかもし

れない。

（４）課金システムの設計

ホテルのコンシェルジュには、通常、直

接お金を支払っているわけではない。その

コストは、たいていホテル宿泊料に含まれ

ている。つまり、コンシェルジュの奉仕的

サービスは、ホテルが宿泊客のロイヤルテ

ィを高めるための手段であり、直接の受益

者である宿泊客の代わりに、間接的受益者

であるホテルが、コンシェルジュにお金を

払っているととらえることが可能である。

このように、サービス提供者と受益者が

１対１でなく、３者以上がかかわりあって

いる場合には、その受益者構造に基づいて

課金方法を検討する必要がある。

例えば、米国ライフケア・ドットコム社

は医療・福祉関連の支援サービスを提供し

ている企業であるが、そのサービスのなか

に興味深い課金方法の事例がある。医療・

福祉関連の最終ユーザーは消費者であるこ

とが普通だが、同社は企業を顧客としてい

る。企業の従業員である消費者が、自身の

病気や身内の介護・看護、不測の事態に遭
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遇した場合、それは企業にとっても大きな

痛手となるからである。通常、忌引などの

場合、その手配や手続きやらで最低１週間

程度、従業員は欠勤となるが、これを軽減

することができれば、雇用主である企業に

とってもプラスとなる。

具体的には、不測の事態が発生した場合、

同社は、病院や関連医療機関、施設などの

手配を（場合によっては葬儀屋の手配も）

契約企業の対象従業員に成り代わって行

う。これにより、従業員は精神的にも肉体

的にも負荷が軽減され、労働力としての損

失を最小化できる。ゆえに、企業は同社に

その対価を支払うという構図が成り立つの

である。

このように、トータルな受益者構造に基

づくことにより、コンシェルジュとしての

サービスをより具体化することが可能にな

ると同時に、事業機会につながる。ここに

ユビキタス・ネットワークを利用すれば、

複雑な課金体系にも柔軟に対応することが

可能になる。

1 ちりも積もれば山となる
企業にとってのユビキタス・ネットワー

クの価値は、プロダクト革新とコスト競争

力強化にある。プロダクト革新によって売

り上げ増を図り、併せて効率化などによっ

てコスト競争力を備えることが、企業価値

の最大化につながる。ここに、知の活躍す

る多大なる可能性がある。

「知産管理」とは、筆者らの造語である。

ネットワーク上に存在する知を活かすこと

により、サービスの高度化や効率化などを

実現させるもので、企業に対するサービス

として重要な事業モデルである。

知産管理は、大きく〈｢知の資産」管理〉

と〈知による「資産管理｣〉という２つに

分類される。いずれも、至るところにある

知をかき集めてくることに端を発してお

り、さながら「ちりも積もれば山となる」

といったコンセプトに例えることが可能で

ある。

2 ｢知の資産」管理
これは、いわゆる資産としての知をユビ

キタス・ネットワークを通して収集、蓄積、

伝送することにより、企業活動を支援する

ものである。ここには「知の集積」タイプ

と「知の増幅」タイプが含まれる。

「知の集積」タイプの例としては、ネット

ワーク上に散在する多くの専門家に問いか

けたり、仕事を頼んだりすると、わずかな

時間を利用して答えてくれたり、力を貸し

てくれたりするものがあげられる。一方、

｢知の増幅」タイプでは、金融機関がコー

ルセンターに専門家を集めて、高度な商品

についての問い合わせを受けたり、営業し

たりすることが事例となる。

〈｢知の資産」管理〉型は、形式知を含む

形態知の共有・交換を軸とし、コミュニテ

ィパワーの最大限の活用、および知の所在

を把握するためのセンシング・トラッキン

グという本質から構成されている。

（１）知の集積タイプ

次ページの図６の左側に代表される形態

で、ネットワーク上に散在する知を集積・

統合することによって価値創造を行う活動

である。萌芽事例としては、NRIのアグリ

ゲーション（情報集約）サービスなどが興

味深い。

Ⅳ　知産管理型事業モデル
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NRIでは、個人別の金融資産や出費など

を一覧するために、主要金融機関と提携し

て、金融口座のアグリゲーションを開始し

た。まずは野村證券のホームトレードのユ

ーザーを対象に、口座の一覧や必要情報の

収集、アラート（告知）サービスなどを提

供している。金融機関にとっては、当機能

は顧客の囲い込みに効果があり、このサー

ビスを糸口に付加価値サービスを提供する

ことを目指している。

今後の発展の方向性としては、金融資産

の売買、料金の支払い、資産管理のアドバ

イスなどを行っていく予定である。この場

合、顧客情報の収集が鍵になるので、それ

をベースにクロスセルも積極的に行ってい

く構えである。

（２）知の増幅タイプ

知の増幅タイプは、高度または特殊なス

キルをネットワークを通じて、距離が離れ

た複数の場所に伝達するというものであ

る。図６の右側に当たる。これにより、高

度なスキルを一時に増幅させて利用するこ

とが可能になる。萌芽事例として、NTTに

よるモグラロボットなどがある。

トンネルや地下道を掘削するための機械

を、通称モグラロボットと呼ぶ。一見単純

そうだが、実は地層や岩盤などに関する知

識や対処方法には高度なスキルが必要であ

り、通常は現場に１人置いて作業に当たる。

このようなスキルを持った人は人数が限ら

れているので、多くの工事が予定されてい

ても、同時に行えないのが現状である。そ

こで、ユビキタス・ネットワークを用いれ

ば、このスキルを同時に何個所でも利用で

きる。

3 知による「資産管理」
２つ目が〈知による「資産管理｣〉であ

る。ここでいう資産とは、前項とは異なり、

商品や有形資産を指す。これを「知」によ

り管理することで、価値創造を行うもので

ある。どちらかというと、コスト競争力の

強化に資するものが主目的ではあるが、管

理する資産の先にある顧客まで管理するこ

とができれば、市場創造につなげられる。

これには「リース・メンテナンス」タイ

プと、｢物流機能高度化」タイプとがある。

前者は、単に機器を販売（売り切り）する

のではなく、ネットワーク化された機器を

リースし、メンテナンスをはじめとする

種々のサービスをトータルに提供していく
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図6　｢知の資産」管理（知の集積タイプと増幅タイプ） 
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ものである。また後者は、流通業や物流業

の商品を追跡することにより、在庫管理や

顧客管理を効率化したり、自動決済などを

可能にしたりする。これらは、センシン

グ・トラッキング能力を基軸に、必要に応

じて形態知などを利用した管理が加わると

いうものである。

（１）リース・メンテナンスタイプ

リース・メンテナンスタイプの事業モデ

ルでは、センサーの活用によるサービス収

入確保と生産コスト削減を主目的とする。

すべての製品にID（識別子）を付けてネッ

トワーク化することで、製品自体がネット

ワークの一部と化し、その上でのプラット

フォームサービスやメンテナンスサービス

などの付加収入を得られるようになる。ま

た、IDの製品への付与は、SCMに適用する

ことによる在庫コスト、機会ロスの削減を

実現する。IDを利用した部品・部材のリサ

イクルによる環境対策コストの削減など

は、今後の製造業にとって企業競争力の大

きな源泉となってこよう。

さらに、このようなIDやネットワーク

を、単に上記のようなプロセス管理などに

活用するのではなく、製品自体のイノベー

ションに取り込むことが重要になる。これ

は、上述した製品のプラットフォーム化の

議論に加えて、製品がネットワークと一体

化することで、新しい付加価値を生み出す

ようなもので、身近な例でいえば、ネット

ワークゲームなどが典型であろう。

日立建機などでは、GPS（全地球測位シ

ステム）によってレンタルしている建機の

所在地、稼働状況などを把握し、建機の稼

働率向上、盗難防止や、顧客満足度の向上

に役立てている。稼働していない建機を利

用ニーズのある顧客に優先的に割り当てた

り、燃料の補給や保守部品の提供をタイム

リーに行ったりすることで、建機１台から

の事業機会の最大化を実現している。最近

では、GPSではなく携帯電話を用いて盗難

防止に努めている。

この場合、当該商品（資産）が1000万円

以上するため、GPSまでをも利用して管理

する意味がある。ただし、今後は、ユビキ

タス・ネットワークという安価なインフラ

が整うため、リースやメンテナンスを行う

対象商品（資産）の単価が大きく下がり、

極端な話、１万円以下の商品に対してもリ

ース・メンテナンスが可能になる。

（２）物流高度化タイプ

このタイプの基本的なコンセプトは、商

品にRFID（無線自動識別）タグを付与し、

リアルタイムで在庫や存在場所、状況、商

品内容などを把握できるようにして、在庫

管理や物流管理、決済などの手間を簡略化

しようというものである。ここで、決済と

顧客情報を有機的に結合させられれば、マ

ーケティングにも活用可能となり、市場創

造に役立てることができる。

現時点では、プロセス管理による業務効

率化が中心である。わかりやすい例として

は、回転寿司の精算業務効率化などをあげ

ることができる。寿司関連機械メーカーの

石野製作所が開発した「OAISOシステム」

では、オムロンのRFIDタグを寿司皿に埋

め込み、精算業務に利用している。回転寿

司では価格の異なる数種類の皿があり、フ

ロア係が素早く精算できるようになるまで

には、通常３～４ヵ月を要していたが、本

システムの導入後はたった10分の講習でマ

スターできる。これにより、フロア係の雇
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用がスムーズに行えるようになり、効率化

を実現することが可能になった。

4 知産管理型事業モデルの
広がり

知産管理型事業モデルについては、これ

まで示してきたような萌芽事例が普及し、

高度化することが想定される。ただし、こ

のなかで形態知とコミュニティが新たなパ

ワーとして大きな影響を与えると考えられ

るので、ここではそのような視点から述べ

る。

（１）形態知による知の増幅

製造業の場合、例えばインクスという精

密金型メーカーは、３次元CAD/CAE（コ

ンピュータ支援設計・エンジニアリング）

を用いてノウハウの一部を体系化させるこ

とで、金型完成までのリードタイムを６ヵ

月から10日にまで短縮させた。

このように、ノウハウの体系化によって

R&D（研究開発）の効率は限りなく高まる

可能性がある。インクスの場合は、コンセ

プト立案者と設計者の間、および設計者と

生産技術者の間で、製品にかかわる情報を

やりとりする際に、感性に近い領域の情報

が欠落するのを防いで、当初の目的に沿っ

た製品ができあがるようにしたことが最大

の成功要因である。

流通業の場合は、形態知を利用して、商

品コンセプトの伝達を効率化することが可

能になる。製造業と同様に、形態知の共有

は、メーカーの製品担当者からバイヤー、

サブバイヤーへブランドコンセプトなどを

伝達する際の情報の欠落を少なくすると同

時に、労力も少なくする。これまで、大き

な模造紙にいろいろな写真をべたべた貼っ

て、次のシーズンの商品コンセプトを伝達

していたが、そのような風景は近い将来に

なくなるだろう。

一方、マーケティングに映像や動画を取

り込んで、カリスマバイヤーやタレントに

よる商品支持などを消費者にわかりやすく

伝えることで、情報過多のユーザーをうま

く導くようなやり方も功を奏する。

（２）コミュニティにおける知の集積

例えば、R&Dの初期段階において、空間

や言語の制約を超えたコラボレーション

（協働）が行えれば、より柔軟に有能な人

材の稼働率を高められる。これまでと違っ

て、プロジェクトチームが１ヵ所に集結す

る必要は必ずしもない。これは、知的労働

における外部の人材活用の動きにもつなが

るため、製品開発およびプロトタイプ開発

部分の外部委託なども加速される。

また、消費者コミュニティへのパワーシ

フトをR&Dプロセスに取り込むことで、生

産性向上を目指す動きもある。これまでの

ように、一人一人のユーザーにアンケート

をとってニーズを聞き、それらの平均部分

を製品開発に反映させるのではなく、ユー

ザーコミュニティでプロトタイプ製品を評

価させ、その反応に従って製品に改良を加

えていくような動きである。基本ソフトの

リナックス（Linux）などはその典型的な

例であろう。

このような動きがうまくいけば、製品に

ユーザーニーズがうまく反映されるだけで

なく、その工程に携わったユーザーの強い

コミットメントが得られ、この人たちが伝

道師となって、その製品をユビキタス・ネ

ットワーク上で普及させ、ロイヤルティの

高いユーザー層が形成される。
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1 疎にして漏らさず
公共サービスにおいては、企業も含めた

あらゆる人々の便益を最大化することが唯

一無二の課題である。そのためには、公共

サービスの仕組みが真に効果を生んでいる

かどうかを明確にし、最適化を図ることが

必要である。すなわち、透明性を向上させ

ること、加えて、市場化を推進するという

ことである。

「大域計測」型事業モデルは、この目的に

ソリューションを与える。なぜなら、これ

まで公共投資の具体的な成果がわからなか

ったプロジェクトの効果測定を可能にする

からである。例えば、道路の通行量を常時

計測することにより、新設した道路の経済

効果を把握でき、その後の道路建設計画の

修正や、道路運営の方式設定ができるとい

ったことである。

これは、ユビキタス・ネットワークの３

つの本質のうち、センシング・トラッキン

グ能力を最大限に活用することによる。加

えて、監視には形態知が活用できるし、リ

サイクルなどが関連するプロジェクトで

は、コミュニティパワーを駆使することが

特徴となる。

「天網恢恢疎にして漏らさず」ということ

わざは、本来、天が張り巡らす網は広くそ

の目は粗いようだが、悪事を働くものを漏

らすことはないという意味である。転じて、

ユビキタス・ネットワーク時代には、その

網によって社会空間のいろいろなことが精

度高くとらえられ、人々が公正な状況のも

とに等しく恩恵を受けられるという解釈に

なろう。

なお、大域計測型事業モデルの対象とな

る分野は、大きく、交通、環境、国土管理

などであろう。

2 交通系
交通系の大域計測型事業モデルは、交通

量にかかわるものが中心である。道路建設

や管理に伴う費用対効果を計測することに

より、PFI（プライベート・ファイナン

ス・イニシアチブ）事業などの評価を行う

ことが可能となる。また、交通量に応じて

道路利用料金を変えることができれば、交

通渋滞を緩和させることもできる。

例えば、すでに実用化されているETC

（自動料金収受システム）などがその萌芽

となる。現時点では、料金の自動決済が主

目的だが、交通量の把握を行うことで、そ

の道路や区間でのシステム導入効果を計測

することが可能になり、その費用対効果を

評価することが可能になる。ユビキタス・

ネットワークにより、このような仕組みを

より安価に提供することができれば、地方

の新設有料道路の効果を定量的に評価し

て、そのプロジェクトの妥当性を測ること

ができる。

また、その発展形として、シンガポール

では、商業・業務地に流入する自動車の渋

滞緩和のために、交通量に合わせて道路料

金を１時間ごとに可変させるシステムをす

でに導入している。料金を混雑時には高く、

閑散時には安くするという、わかりやすい

方法で実践している。ユビキタス・ネット

ワークを用いれば、このような仕組みをよ

り柔軟かつ機動的に活用できることになる

（次ページの図７）。

3 環境系
部品や廃棄物にRFIDタグを付与するこ

Ⅴ　大域計測型事業モデル
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とにより、リサイクルなどを効率的に行え

る。図８に示すように、回収を中心にする

ため、静脈産業が具体化する。

萌芽事例としては、富士電機が運営して

いる廃棄物管理情報システムをあげること

ができる。利用者（排出事業者）は、マニ

フェスト（管理票）、年間廃棄物取引量を

明示した行政報告書の自動作成が容易にで

きるようになるので、情報開示も行いやす

くなり、透明性が向上する。結果として、

適切な活動を行っている企業という意味か

ら、信頼性の向上につながる。

また、提供者（行政）は、廃棄物の運搬

経路をリアルタイムに追跡し、処理の適正

さを確認することができるというメリット

がある。

4 国土管理系
現時点で、国土管理系の具体的な応用は

まだない。ただし、スイスのソキマット社

が、国土空間管理用のRFIDタグを実用化

しており、今後、次のような発展をしてい

くものと想定される。

まず、測量三角点への応用である。測量

点の位置をすべてネットワークで管理でき

れば、位置情報などの精度を高めることや、

地形などの変化を測定することが可能にな

る。また、山に取り付けることで、登山者

の位置確認などの安全目的にも利用可能と

なろう。

さらに、樹木管理などにうまく応用でき

れば、例えば、二酸化炭素の排出削減など

を定めた「京都議定書｣（地球温暖化防止

京都会議が1997年に採択）の目標管理など
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図7　大域計測型事業モデル（交通分野への応用）

PFI事業効果測定

●無人で料金課金が可能
●通行料に応じたPFIへの補助金算定が可能

PFIにより建設さ 
れた有料道路

センサー搭載車

無人ゲート 
（交通量計測）

在来の道路

ロードプライシング

●無人で料金課金が可能
●通行料に応じたPFIへの補助金算定が可能
●混雑に応じて通行料を調整し、交通量を平準化（例えば 
　1時間ごとに）

PFIにより建設された有料道路

無人ゲート（交通量計測）

平常時200円
渋滞時400円

注）PFI：プライベート・ファイナンス・イニシアチブ

図8　大域計測型事業モデル（環境分野への応用）  

個別部材情報や 
IPアドレスを 

RFIDを介して付与
●所在地の把握 
●部材・部品の履歴の確認 
●保守タイミングの通知 
�分別 
などへの応用 

注）IP：インターネットプロトコル
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83ユビキタス・ネットワーク時代の革新的事業モデル

にも使える可能性が高い。

1 2005年に11兆円の市場創造
さて、これまで見てきたように、効率化

が中心だったパソコンベースの電子商取引

時代に代わり、ユビキタス・ネットワーク

時代には、新たな市場創造が活性化する可

能性が高いと考えられる。その市場創造の

大きさを、2005年を展望して予測してみる

と、合計11兆円が見通される（表１）。

コンシェルジュ型事業モデルでは、消費

者のQoL（生活の質）の向上を訴求点とし

て、３兆円の市場が創造される。知産管理

型事業モデルでは、企業のプロダクト革新

の支援を通じて、4.5兆円の市場が創造され

る。大域計測型事業モデルでは、公共サー

ビスの透明性と市場化の促進を通して、3.5

兆円の市場が創造される。

なお、これら３つの事業モデルが、ユビ

キタス・ネットワーク時代の革新的事業モ

デルによる市場のすべてを形成するわけで

はなく、当然、この他の異なる事業モデル

に基づく市場の形成も考えられる。という

ことは、この11兆円という新たな市場創造

は、控えめな数字であり、ユビキタス・ネ

ットワークの３つの本質を深掘りした新し

い事業が生まれてくれば、その規模はさら

に大きくなる可能性がある。

事業者における真のプロダクト革新が待

たれるところである。

2 Uバリューの創造に向けて
「コンシェルジュ」型事業モデル、｢知産

管理」型事業モデル、｢大域計測」型事業

モデルという３つの事業モデルから「Uバ

リュー」を生み出すことこそが、ユビキタ

ス・ネットワークの市場創造そのものであ

り、今後、経営や政府が念頭に置くべきも

のである。Uバリューとは、ユビキタス・

ネットワークを利用して創造した、顧客に

とっての真の価値という意味である。

ユビキタス・ネットワーク時代を迎える

に際し、単なる商品の取引としての電子商

取引を乗り越え、顧客に新たな価値を生み

出すUバリューを念頭に、Uサービスを提

供する事業創造を通じて、プロダクト革新

を推進すべきである。

著者―――――――――――――――――――――

名雲俊忠（なぐもとしただ）

情報・通信コンサルティング二部上級コンサルタ

ント

専門は情報通信事業戦略、投資・アライアンス戦

略のコンサルティング

Ⅵ　革新的事業モデルの
市場へのインパクト

表1 3つの革新的事業モデルにおける市場規模の予測（2005年頃）

事業モデル

コンシェルジュ型

知産管理型

大域計測型

合計

市場規模

3兆円

（2兆円）

（1兆円）

4.5兆円

（1.5兆円）

（3兆円）

3.5兆円

11兆円

Uバリュー

消費者のQoL（生活の質）の向上

●消費者の不安解消――老親コンシェル

ジュ、ホームセキュリティ、バリアフ

リーコンシェルジュ

●消費者の自己実現（余暇、移動、自己

啓発）――マイカーコンシェルジュ、

旅行コンシェルジュ

企業のプロダクト革新

●「知の資産」管理

●知による「資産管理」

公共の透明性・市場性の促進

●ITS（高度道路交通システム）

●環境

●国土管理

注）Uバリューとは、ユビキタス・ネットワークを利用して創造した、顧客にとっての
真の価値
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